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研究成果の概要（和文）：本研究では、コウノトリやツシマヤマネコを対象とした調査を行ない、野生生物保全
教育の課題の析出を行なった。野生生物保全教育においては、小学校等で一定時間学びの時間を設けることは重
要であるが、その際には、副読本教材の作成・活用や、対象生物のことだけを知る・学ぶのではなく、環境教
育・ESDとしての深化が必要であるし、地域住民と対象生物とのかかわりを学ぶという意味では地域学習として
の深化も必要といえる。

研究成果の概要（英文）：In this research, surveys on Oriental White Storks and Tsushima Leopard Cats
 was conducted and the problems and issues among Wildlife Conservation Education were clarified. As 
a result, followings were identified as important aspects. To set a certain period of time for 
learning them at elementary school. To prepare supplementary educational materials about wildlife in
 order for the children to learn not only about wildlife itself but also about Environmental 
Education and ESD. As well, to deepen local education regarding the relationship between local 
residents and wildlife in the community.

研究分野： 野生生物保護論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 生物多様性国家戦略の策定やさまざまな
関連法の整備などを通じて、生物多様性を重
視した環境政策が国内で推進されている。そ
の中でもコウノトリ（兵庫県豊岡市）、トキ
（新潟県佐渡市）、ツシマヤマネコ（長崎県
対馬市）のケースでは、野生絶滅ないしは絶
滅に瀕している生物種を人工的に繁殖させ、
野生復帰させる事業が展開されている。野生
復帰とは、野生下で絶滅した生物を飼育下で
増殖させ、再び生息地に放すことである。日
本では 2005 年 9 月に兵庫県豊岡市で行な
われたコウノトリの放鳥が初の野生復帰と
なり、続いて新潟県佐渡市においてトキの野
生復帰（放鳥）が 2008 年 9 月から実施さ
れている。 
 野生に放された生物の定着・繁殖は難しく、
成功率は低い。その理由として、放された第
一世代が野生で生き残ることが難しいこと、
密猟規制や生息地保護といった管理が難し
いことが挙げられている。特に人の生活空間
での野生復帰の実施は地域住民との軋轢が
障害となりやすく、野生復帰成功には住民の
理解・協力が不可欠といえる。例えばオマー
ンで行なわれていたアラビアオリックスの
事例では、密猟の原因であった地域住民を監
視役として雇用することで、一時的に野生復
帰が成功したかに見えても、その後再び乱獲
され、絶滅の危機に瀕するようになっている。 
一方で兵庫県豊岡市のコウノトリの野生

復帰事業は、「コウノトリとの共生」を付加
価値として、豊岡市の知名度の上昇、観光客
の増加、農産物のブランド化に成功している。
そして「環境と経済の両立」の代表的成功事
例として、全国的に注目されている。コウノ
トリの野生復帰事業の「成功」は、後続のト
キやツシマヤマネコの野生復帰事業におい
て参考事例となり、これらの事業においても
農作物の付加価値化が行なわれている。また
これを拡大させ、コウノトリを他の地域で野
生復帰させる計画も進んでいる。千葉県野田
市や福井県越前市ではコウノトリを自然再 
生のシンボルと位置づけ、飼育コウノトリを
譲り受け、野生復帰の計画と準備が進んでい
る。 
 平成 26 年 7 月に内閣府が行なった「環
境問題に関する世論調査」では、絶滅のおそ
れのある野生生物種に関する情報源として、
「テレビ・ラジオ」を挙げた者の割合が 
82.0％と最も高く、以 下「新聞」（54.6％）、
「ホームページ」（23.0％）、「書籍・雑誌」
（17.2％）と続いたが、これらはいわゆるマ
スメディアを通じた情報の獲得であって、野
生生物保護の現場の住民に対して行なわれ
る意識啓発などは依然として重視されてい
ないことをも意味する。住民に対する野生 
生物保全教育は、野生復帰の成否において特
に重要であるが、実際のスタイル・内容・期
間・対象者・配置する指導者等について、体
系的な研究がなされていないことから、これ

らの教育の在り方の概要を把握することは、
今日において喫緊の課題であると指摘する
ことができる。 
 
２．研究の目的 
 これまで兵庫県豊岡市のコウノトリ野生
復帰事業、新潟県佐渡市のトキ野生復帰事 
業、長崎県対馬市のツシマヤマネコ野生復帰
事業等を対象とした研究に取り組んできた。
野生復帰事業において、住民や一般の国民に
対する野生生物保全教育がどのような位置
付けで展開されているかを明らかにするこ
とは、野生生物と住民が共存しつつ、将来的
には他の生物と同等の位置づけにしていく
上で重要な課題となる。近年の野生生物保護
政策において、対象となる生物に何らかの価
値を付加して、その生物種の保護を推進して
いる現況を踏まえて野生生物保全教育がど
のような内容を包含し、どのような配列を提
示するかということを明らかにできるので
あれば、今後の野生生物保護政策の推進にお
いて、野生生物保全という環境教育の在り方
は新たな検討課題を提供するものとなる。   
そこで本研究では、複数の野生復帰の事例

および海外での野生復帰事業を対象とした
調査を行ない、これまで申請者が行なってき
た研究等を踏まえて、保護される生物種に対
する地域住民の認識・理解と、そういった住
民への意識啓発のアプローチのあり方をめ
ぐり、複数の野生復帰の事例を比較検討しつ
つ、野生生物保全教育の課題の析出に関する
研究を行なうこととする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、以下について調査研究・考察
を行なった。  
(1)3 年間に渡って複数の事例を取り上げ、
文献調査・聴取調査および調査票調査を実
施した。各調査で得られたデータについて
分析を行ない、野生生物と住民との関係や、
保護意識等の実態を把握した。文献調査と
聴取調査による質的把握に加えて、調査票
調査による量的把握を行なうことで、野生
復帰を含めた野生生物保護政策が展開さ
れている地域の住民の考え方や、そこでの
野生生物保全教育の課題を委細に把握し
た。  

(2)国内事例との比較のために海外の野生復
帰事業の事例について訪問聴取調査を実
施し、対象生物の保護増殖の成否の実際と、
野生生物保全教育上の課題の所在や位置
づけを把握した。 

(3)野生生物保護政策における野生生物保全
教育の課題について議論を展開し、今後の
在るべき方向性について、課題を提示した。  

 
４．研究成果 
1 年目（平成 27 年度）は、コウノトリの野

生復帰事業に焦点を主にあて、野生生物保全
教育に向けてまずは住民意識を把握するこ



とを行なった。豊岡市では、最初の放鳥から
10 年目を迎える節目であり、多くのコウノト
リが野外で定着し、特に農作物の付加価値と
しての役割を地域の中で果たしている。研究
では野生復帰事業に関わる行政・保護団体・
市民を対象にした聞き取り調査およびアン
ケート調査を実施した。 
聞き取り調査では、「コウノトリとの共生」

が農作物の付加価値となっている代表的な
存在である「コウノトリ育むお米」を販売し
ている JA たじまの担当者にインタビューを
したところ、販売は好調であり、当年（平成
27 年）イタリアで開催されたミラノ万博では
日本館の展示のシンボルにコウノトリが選
ばれ、本格的な海外輸出の契機となった。「コ
ウノトリ育むお米」は無農薬もしくは減農薬
で栽培されており、パッケージはコウノトリ
の写真が用いられている。「食の安全・安心」
を求める消費者にとって、コウノトリが商品
のシンボルとなっていることは、他の無農
薬・減農薬栽培の商品よりもわかりやすいと
のことである。しかし、このような取り組み
が豊岡市内でＰＲされるよりも豊岡市外で
ＰＲされることが多く、市民の中で、「コウ
ノトリとの共生」が生活の中で実感される機
会が薄らいでいる、という課題も把握できた。 
アンケート調査では、2015 年 11 月に豊岡

市民 1000 人を対象とした調査を実施した。
多くの回答者はコウノトリおよび野生復帰
事業に肯定的であり、コウノトリを「地域の
シンボル」とする捉え方がより確かなものと
なっていた。一方で、アンケート調査結果で
は、野生復帰への賛否等も含め、20 歳代や
30 歳代の肯定的な認識が他の世代よりも低
いことが把握できた。また過去に同様の方法
で実施した 2006 年、2011 年のアンケート調
査結果と比較すると、コウノトリのために何
かするという意思は低下傾向にある。これら
の点をふまえると今後の野生復帰事業の長
期的な展開の下では、若年層やこどもを対象
にした意識啓発が重要であることが確認で
きた。 
そして、コウノトリの野生復帰事業は、兵

庫県豊岡市だけではなく、千葉県野田市や福
井県越前市においても飼育コウノトリを譲
り受ける形で野生復帰を目指した取り組み
が進められ、野田市では 2015 年 7 月、越前
市では 2015 年 10月にそれぞれコウノトリの
放鳥が実施された。そのため豊岡市だけでは
なく、越前市で聞き取り調査やアンケート調
査を実施した。また野田市でのアンケート調
査には調査研究協力を行った。これら野田市
や越前市ではコウノトリを「自然環境の象
徴」とする捉え方が多く、「地域のシンボル」
とする豊岡市とは異なる傾向を有している
ことを把握することができた。 
 2 年目（平成 28 年度）は、コウノトリの野
生復帰事業に主に焦点をあて、「コウノトリ
との共生」に向けた意識啓発をどのように行
っていけばよいのかについて 、その現状把

握・分析を行った。事業が実施されている兵
庫県豊岡市については、平成 29 年度からの
実施に向けた、小学 3年生から中学 3年生ま
でを対象にした「ふるさと教育」についてそ
の策定過程を担当者から聞き取り調査を実
施できた。「ふるさと教育」では、小学 3 年
生・5 年生では、コウノトリについて知り、
コウノトリと共に生きることについて学ぶ
ことが想定されていた。これまで、コウノト
リの環境教育については、生息エリアに近い
学校や担当教員が熱心である学校という偏
りが見られたが、「ふるさと教育」では市内
の全ての小学校・中学校が対象であり、こど
もへの意識啓発については重要な役割を担
うことになり、野生復帰事業の次世代の担い
手育成の観点からも画期的な契機といえる。 
 また、コウノトリは水田を餌場環境とする
ので、農業者への意識啓発も必要となる。前
年度に実施した市民アンケートを農業従事
別に分析し、2006 年・2011 年に実施したア
ンケート結果とも比較したところ、非農業従
事者と同様にコウノトリおよび事業を肯定
的に捉えていることが確認できた。さらに、
以前は野生復帰事業の評価について「どちら
ともいえない」と判断を留保する傾向があっ
たがそれが前年度実施のアンケートでは見
られなかった。農作物の付加価値にもなる
「コウノトリ育む農法」といったこの 10 年
間の取り組みが農業者の意識をより肯定的
なものに変化させたことが伺えた。  
 また、2006 年・2011 年に実施したアンケ
ート調査結果も含めて、野生復帰事業の賛成
要因についても分析を行なった。2006 年・
2011 年・2015 年の 3 時点の比較から、野生
復帰の賛否には、「地域のシンボル」の重要
性が以前より増していることが示された。野
田市や越前市では「自然環境のシンボル」と
して捉えられていることを考えると、豊岡市
では長年の保護活動の歴史や 1971 年の野生
下絶滅の際の最後の生息地であったことが
「地域のシンボル」としての認識を確立させ
たことが考えられる。前述のように、2017 年
度から「ふるさと教育」によるコウノトリ学
習の導入が開始された。「地域のシンボル」
としてのコウノトリに対する認識が、学校教
育の中でのプログラム展開を経て、今後どの
ような変化をしていくのか、引き続き注視し
ていく必要がある。 
さらに、これまで各地で実施されてきた野

生復帰事業について事例横断的な比較も実
施した。豊岡市や佐渡市では他の事例と比較
して「地域のシンボル」とする認識が確立さ
れていることが伺えたが、経年変化としては、
協力意思は低下している傾向が見られ、野生
復帰事業に関する意識啓発を考える上での
課題を把握することができた。 
 3 年目（平成 29 年度）は、野生生物保全の
中でも、コウノトリの野生復帰事業とツシマ
ヤマネコの保護活動に焦点をあて、調査研究
を実施した。コウノトリの野生復帰事業で 



は、2017 年 4月から兵庫県豊岡市の全ての小
学校で実施の「ふるさと教育」に着目し、そ
の中でコウノトリ学習がどのように展開さ
れているのかを、こども（本研究では小学校
5年生に着目）・担当教員それぞれに着目して、
把握した。学習内容は、コウノトリに関する
調べ学習が中心であり、その結果をポスター
にまとめたり、保護者向けに発表したり、ま
たカルタを制作する小学校もあった。これま
でコウノトリ学習の指導経験のない教員が
多い中で、まずはコウノトリについて知る、
調べることが学習の中心にあり、その際に重
要な情報源となったのが副読本であること
がわかった。この副読本は「ふるさと教育」
実施にあたり豊岡市が作成したものであり、
コウノトリについても写真やグラフが多用
され、こどもたちにもわかりやすいと評価さ
れ、教員からも使いやすいと評価されていた。
したがって、野生生物保全教育においては、
副読本のような補助教材の存在が非常に重
要であることがわかった。 
 ツシマヤマネコの保護活動では、特に減少
の原因と危惧されている交通事故対策に焦
点をあて、環境省対馬野生生物保護センター
の協力の下、レンタカー店を中心に交通事故
の注意喚起や事故の際の連絡方法を記した
チラシの配布を行った。また、ボランティア
として大学生も同行させ、標識の清掃や管理
作業も体験した。当該活動により、学生がツ
シマヤマネコについて知識・関心を深める機
会になったことが明らかになった。また同時
に、自分の意見を他者に説明する意欲の 向
上など、コンピテンシーの獲得も期待される
ことがわかった。以上のことから、野生生物
保全教育には補助教材の活用が重要であり、
また同時にコンピテンシーの獲得にも寄与
することがわかった。 
 また、海外事例として韓国のコウノトリの
野生復帰事業を選定し、現地調査を実施した。
2015 年からイエサン郡でコウノトリの放鳥
が実施されている。韓国では 1994 年にコウ
ノトリが野生下で絶滅したが、豊岡市の事例
も参考に、人工飼育の結果、数を増やし、野
生復帰の実施に至っている。 
 現地調査では、イエサン郡にある「コウノ
トリ文化館」を訪問・見学し、資料収集を行
った。そもそもイエサン郡はソウルから車で
約 2 時間半～3 時間かかり、リンゴと韓牛が
有名な農村地域である。コウノトリはイエサ
ン郡でもかつて生息しており、野生復帰に向
けて、「コウノトリ文化館」がオープンし、
飼育スペースも設けられ、12 羽のコウノトリ
が飼育展示されていた。展示では、コウノト
リの特徴といった生態的なものはもちろん、
野生復帰の取り組みが紹介され、豊岡市の取
り組みも取り上げられていた。コウノトリを
保全することは他の生き物も含め自然環境
を保全することにつながることも説明され
ていた。1 階は展示と映像コーナー（映像は
放鳥したコウノトリが 2016 年に野生下での

繁殖に成功した様子をおさめたもの）、2階は
ワークショップスペース（ビーズ作りなどで
きるとのこと）や、コウノトリに関連する商
品が販売されていた。豊岡での取り組みと同
様に、コウノトリ米も販売されていた。1 キ
ロで、日本円で約 600 円とのことだった。ま
た、コウノトリには「福を呼ぶ」イメージが
韓国にあるとのことで願い事を書くスペー
スも設けられていた。 
 現地職員の話によればコウノトリ文化館
には飼育職員の他に、解説員が 4人いるとの
ことであった。近くに韓牛が食べられる施設
があり、セットで観光に訪れる人が多いとの
ことであったが、近隣のこどもが学校の授業
の一環で訪れることが多いとのことであっ
た。パンフレットも展示も英語表記がなく、
全て韓国語表記であり、今後は英語表記のパ
ンフレットやチラシが必要である。 
韓国でのコウノトリに関する意識啓発の

施設を訪れ、韓国語であったが、内容が充実
されていた。今後は、日本のある施設（豊岡、
越前、野田）との比較を行い、さらなる充実
のための検討を行うことが課題といえる。 
以上の調査研究をふまえ、野生生物保全教

育においては、豊岡市の事例のように、小学
校で一定時間学びの時間を設けることは重
要であるがその際には、副読本教材を作成・
活用することや単に対象生物のことだけを
知る・学ぶのではなく、環境教育・ESD とし
ての深化が必要であるし、地域（住民）と対
象生物とのかかわりを学ぶという意味では
地域学習としての深化も必要といえる。例え
ば、ツシマヤマネコの事例では、コンピテン
シーの獲得など野生生物保全教育による教
育効果を対象生物に関する関心・意欲・態度
以外のいわば副次効果としても着目するこ
との重要性を示すことができた。 
今後は、コウノトリやツシマヤマネコの事

例について、野生生物保全教育としていかに
定着させていくのかを検討していくととも
に、それ以外の生物種についての事例研究も
検討していきたい。 
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